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環境鉱岬こ関する提言

小出仁1)

1.環境鉱山について

著者は,最近,環境鉱山という考え方を提案し,

本誌上でもその考え方を簡単に述べた(小出,

1993).その際,環境鉱山の一例として紹介した

C02地中貯留において,大きな進展があった.特

に,環境問題への関心の高いノルウェｰで,1996

年からC02地中貯留が実施されることになった

(Korbφ1.1994).これは環境鉱山の実現ともいえ

る.そこで,環境鉱山の考え方をあらためて紹介し

たい.

つい最近まで,人類は地球を無限に広いものと思

っていた.特に,海は広大で,海水の総量は膨大な

ので,何でも“水に流して"しまえば解決すると考

えていた.しかし,人口増加と産業の発達や生活の

高度化により,地球も狭く感じられるようになって

きている.人々の環境意識が高まり,“水に流す"

のも許されない状況になってきている.人類は地球

という閉空間の中に住んでいることを意識しなけれ

ぼならなくなってきている.

閉空間の性格は,自身の住む家やオフィスの小部

屋について考えれば,すぐに理解できる.人間が小

都屋の中で生きていくためには,様々な物を小都屋

の中に運び込まなげれぼならないのはもちろんであ

るが,それと共に不要になった物を運び出さなけれ

ば,小部屋はたちまち一杯になって住めなくなる.

すなわち,限られた閉じた空間の中で人問が生きて

いくためには,必要な資源を空間の中に運び込むと

共に,不要になった物,つまり廃棄物を空間の外に

出さなければならたい.人間の体自体も同様のこと

をしていることは,誰でもよく知っている.しか

し,地球を対象にすると,空間が有限であることを

切実に感じることが出来ないでいた.

地球は有限であるが,しかも人間は地球の空間の

ごく一都しか利用できない1生物が住めるのは地圏

のごく表層と大気圏の下部及び水圏だけであり,し

かも,それら三国の境界付近に生物活動の大部分が

集中する(第1図).人間の生活圏はさらに狭く,

特に産業活動は海岸や河岸,つまり地圏･水圏･気

圏の三国境界付近に集中する傾向がある.人問だけ

でなく生物の活動は三国境界付近がもっとも活発で

ある.ところが,環境破壊のもっとも激しいのもこ

の三国の境界付近である1

地下資源の採掘とは,資源を地圏の内部から人問

の生活圏に運び込むことである.産業革命以前は,

その量は微々たる物であり,未開拓のフロンティア

も残っていたので,問題にならなかった.しかし,

現代では掘り出した資源の行く末に注意を払わなげ

ればならなくなっている.

人間の生活圏の中で,滞留し,循環している物質

も相当量にのぼる.資源の節約のためにも,再利用

可能な物質は回収して再利用する必要がある.しか

し,リサイクルにも限界がある.回収にあまりにも

多くのエネルギｰや労力を要するために,かえって

リサイクルが資源の浪費になる場合もある.
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第2図環境鉱山の概念.

第1表日本人1人あたり1年間に処分する必要のある

廃棄物量

C02約9500kg

(容積約5000m3)

産業廃棄物最終処分約700kg

(再生利用約1200kg,総排出量約4トン)

一般廃棄物約400kg

重レベル放射性廃棄物約O.085kg

高レベル放射性廃棄物約0,003kg

我冷は今後,有限な地球に住んでいるという制約

の下に,物質が生活空間に運び込まれ,利用され,

滞留･循環し,最終的に生活空間外に出されるまで

を総合的に管理して行く必要がある.そのため,環

境鉱山という概念を提唱している(第2図).

環境鉱山とは,

(1)資源と環境は切り放せない関係にあるので,

一体で考える必要がある.資源の採掘は生活空

間に新しいものを加えることなので,掘り出す

のと同時に後始末も考えておく必要カミある.

(2)廃棄物の山もリサイクルの観点からは一つの

鉱山とみなすことができる.しかし,リサイク

ルの限界も知る必要がある.

(3)鉱山(資源の採掘)で培った技術･設備を環境

問題一後始末に応用する.

(4)資源を探すためには過去の地質現象を知る必

要がある.廃棄物の処分では未来の地質環境の

変化を予測しなければならない.地球の変化を

過去から未来まで統一的に研究する新しい学問

体系が必要である.

2.廃棄物貯留の場の問題

廃棄物の量はできる限り減らす必要があるが,完

全にゼロにはできない.｢廃棄物増加の法則｣が,

多くの場合に成り立っていることに注意したい.も

ちろん,厳密な意味での法則ではないが,｢エント

ロピｰ増加の法則｣のアナロジｰと考えると削りや

すい･すなわち,人問が手を加えれば加えるほど総

体としては廃棄物が増加する,あるいは,増加しが

ちであるということである｡例えば,ある物を完全

にリサイクルして,一見すれば廃棄物をゼロにする
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ことができたように見えていても,そのためにエネ

ルギｰを大量に使えばエネルギｰ源の方で廃棄物が

大量に増えてしまう.何か仕事をすれば,少なくと

も人間の労力かエネルギｰを使う.別の新しい種類

の廃棄物を生むこともある.総合的な視野のもとで

廃棄物問題は評価する必要がある.ただし,無害な

廃棄物は増加しても,有害な廃棄物の量を減らすこ

とができれば,意義がある.廃棄物を減らす努力は

必要だが,その効果は注意深く吟味する必要があ

る.

第1表に,日本人1人当たりに出す廃棄物のお

およその量を示す･一般廃棄物より産業廃棄物の方

が量が多いことが削る.しかし,産業廃棄物の方カミ

リサイクルされている量も多い.第1表を見ると,

特にC02の排出量が膨大なことも削る.C02は主

にニネルギｰ源となっている化石燃料の燃焼によっ

て排出される｡C02は毒性が低く,地球温暖化の

主因として糾弾されているのもひとえに排出量が多

いためである.

量が大きいことは,それだけでも問題の解決を困

難にする.C02を最大隈に利用するとしても,排

出量と比べれば僅かである.また,リサイクルでは

エネルギｰ源にならないことは,熱力学の基本法則

からも明らかである.膨大な量のC02を収容する

場所をどこかに見いださなけれぼならないというき

わめて単純な問題をどうしても解決する必要があ

る.

原子力は,現在既に化石燃料に次ぐ重要なエネル

ギｰ源になっているが,廃棄物の量はごく少ないこ

とが,第1表からも読みとれる.廃棄物の排出量

が少ないことは,原子力の長所である.しかし,そ

の代わりに数万年もの長期にわたって有害な高レベ

ル放射性廃棄物(HLW)が残る.化石燃料と原子力

以外の代替ニネルギｰは,当分コストの面から量的

に多くを望めそうにない.�
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地下漉騎饅醜北

地表からの厨氷が衝畷す'る

地下水のみを水資療として利用可鰐

地表CI'14C02

廃棄物採取圧入

禰水

魔轟物

不透水麟

深層勉下水

多<は塩水で.水資録として利用できない

第3図廃棄物深層処分と地下水.

現在の高度産業社会は,エネルギｰによって支え

られている.そのエネルギｰから生み出される

C02と高レベル放射性廃棄物は,それぞれ量およ

び質(長期有害性)の面での廃棄物の横綱格である

が,それらの処分法は共にまだ解決されていない.

これらの廃棄物対策の解決なくして,人類文明の明

日はないといっても過言ではない.

有害な廃棄物あるいはあまり有害ではなくても大

量の廃棄物を生活空間の中に置いておくことは避け

るべきであろう.人間や生物活動の中心は気圏･水

圏･地圏の三国境界付近にあるので,有害な廃棄物

は三国の境界から出来る限り遠さげる方が良いと思

われる.しかし,廃棄物はとかく三国境界つまりウ

ォｰタｰフロント近くに捨てられることが多い.無

害な廃棄物はともかく,有害な廃棄物は三国境界付

近に捨てられてはならない1

それでは,有害な廃棄物はどうすればよいか?

無害化が可能であれば,無害化するべきであろう.

しかし,実際は,理論的には無害化できる場合で

も,実用的には無理というケｰスが多い.高レベル

放射性廃棄物はその例である.生活空間の内部で保

管するのも,保管の確実性を考慮すれば,空間の利

用効率を無視しても,決して好ましい策ではない.

管理していても絶対に安全とはいえないだけではな

く,万一の場合には,生活空間にあるだけに,影響

も直接的になる恐れがある.安全性を科学的に比較

評価すれば,生活空間内での保管と生活空間から遠

くへ処分するのとを比較評価すれば,生活空間外へ

の処分の方がはるかに安全性が高いであろうことは

明らかである.

生活空間からもっとも遠いのは宇宙である.しか

し,宇宙への廃棄物処分が可能になる見込みはな

い.第1図を見れば,有害た廃棄物を処分できる

可能性のあるのは地下深部だけであることが削る.

3.廃棄物深層処分

有害な廃棄物を地下深部に処分する方法について

は,高レベル放射性廃棄物の地層処分がもっともよ

く研究されている.高レベル放射性廃棄物の地層処

分については多くの紹介があるので(小出,1992)

ここで詳しく述べないが,地下数百メｰトル程度の

深度に坑道を掘って,放射性廃棄物を埋め戻す方法

であるから,環境鉱山の代表例といえる.

放射性廃棄物地層処分では,地下水による放射性

物質の漏出についてもっとも注意が払われ,詳細な

研究がなされている.また,地質環境の長期的な変

化の予測が試みられている(小出,1992).

地下には,多少の地下水はどこでも存在している

と考えるべきである.しかし,地下深部の地下水は

地表とは隔絶され,移動はあってもきわめて遅い.

地表とは隔絶された地下水は,通常塩濃度が高く,

水資源として利用されない.飲料水や農業用水とし

て利用されるのは,常に地表からの天水が侵入し,

循環して,淡水に保たれている開放帯水層の地下水

である.したがって,水資源としての地下水を保全

するためには,地表や浅所からの汚染を防ぐことが

重要である.したがって,廃棄物は地表や浅所に置

くより,水資源として利用される帯水層より深部の

隔離された岩体中に処分するのが,地下水保全にも

っとも良いといえる(第3図).

4.C02地中貯留

C02を地下に貯蔵ないし処分するという考えは,

古くから存在したが,容量やコスト等の問題で実用

性がないと思われていたためほとんど検討されてい

なかった.従来,地球温暖化対策として主に検討さ

れたのは海洋処分であった.しかし,EOR(原油増

進回収法)の一種として,C02を原油貯留層に圧入

し,かわりに原油を回収する方法は(Tanakaeta1.,

1992),米国では既に一部で実用的に使用されてお

り,日本でも実験が行われている.

EORは,一石二鳥の方法であるが,原油回収に

重点があり,C02貯留量は多くない.エンジニア

リング振興協会では,世界のEORによるC02圧

入可能量約600億トンと,従来考えられていたより

多いことを示したが,それでも世界のC02排出量

地質ニュｰス486号�
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策4図C02ハイドレｰト形成による地下自己封入
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は約200億トン以上であるので,3年分にしかなら

なし･(Tanaka,eta1.,1992).

海洋処分も研究は進んだが,海洋生物への若干の

影響は避けられないところから,早急な実用化は困

難であることがますます明らかになってきた.

C02地中貯留は,C02貯留を主眼とする点で

EORと区別される.貯留を主眼にすると対象範囲

が広がり,貯留可能量が格段に増加することが明ら

かになった(小出,1993).

C02地中貯留は油田や天然ガス田のように気体

を逃がさないトラップ構造の下に貯留する場合と,

トラップ構造のない一般の帯水層に貯留する場合に

大別される.一般の帯水層では地下水に溶'解しうる

量のC02しか貯留できないが,利用しうる帯水層

の広がりが大きいので総貯留可能量は大きくなる

(Tanakaeta1.,1994)1また,地下深部の帯水層は

明確なトラップ構造がない場合でも,岩石の透気性

が低いので,C02が逃げにくい.

凍土ができる状況に近いくらい低温な地域や,海

底下の低温の堆積層中では,C02ハイドレｰトが

形成されるため,C02がほとんど完全に帯水層中

に閉じこめられるであろう(Koideeta1.,1994).し

たがって,低温の帯水層はほぼ完壁なC02貯留空

間になる(第4図).

C02を地下深部の帯水層に圧入するのは,シン

プルであり,生物圏から遠さげる効果的な手段であ

る.C02地中貯留は天然ガス開発,EOR(原油増進

回収法)は石油開発とのアナロジｰから環境鉱山の

例と考えることカミできる.

1994年10月に京都で開催された第2回C02国際

シンポジウムで,ノルウェｰは1966年から北海ガ

ス田で大規模なC02地中圧入を開始することを発

表し注目を集めた(Korbφ1.1994).ノルウェｰは,
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水力発電だけで国内需要をまかない,余った電力を

輸出している.しかし,ノルウェｰは重いC02税

を3年半も実施しているが,税制だけでは2000年

までにC02総排出量を1989年レベルに抑制すると

いう目標の達成は困難であることが判明したとい

う･そこで,天然ガス田からメタンと共に産出する

C02を分離して,北海の地下に再圧入する1

対象となる天然ガス田は,北海のスレイブナｰガ

ス田で,産出ガスに9.5%のC02を含んでいる.ガ

ス中のC02含有率が2.5%以下にたるように,余分

のC02をアミン吸収法で分離回収する.C02の回

収量は年100万トンにもなるので,もし大気中に放

出するとノルウェｰのC02排出量を3%増加させ

ることになる.そのため北海の地下800から1000メ

ｰトルの深度の帯水層(砂岩)に圧入し,地中貯留す

る.

C02を多く含む天然ガス鉱床は,アジアにも多

い.東南アジア最大規模といわれるインドネシアの

ナツナ巨大天然ガス田は,日本にとっても将来の重

要なエネルギｰ源になると期待されているが,C02

含有率が71%(容積比)に達する(小出･飯島,

1993).ナツナガス田は,本格稼働すれば年間約

1,400万トンのLNGを生産できるが,そうすると

C02も年間約1億トンも一緒に出てくる.日本の

年間排出量の1割近いC02を,そのまま大気中に

排出することはできないので,ナツナでもC02地

中貯留が検討されている.C02地中貯留がナツナ

天然ガス鉱床開発の実現の鍵になっている.

世界的にも,天然ガス開発が地下深部の鉱床にま

で進むにつれ,C02に富む天然ガスが多くなると

予想される･天然ガスと共に産出するC02を大気

中に放出しては,地球温暖化の原因になる.したが

って,天然ガス開発とC02地中還元をセットで進

めなければならないケｰスが今後多くなるであろ

う.これらは環境鉱山の典型例といえる.

5･国土深部基盤環境総合調査計画の提案

地下深部の地質調査は従来資源の探査開発を目的

として行われてきた･そのため,資源の存在する可

能性の大きな地域に限られ,しかも,資源探査に有

用と考えられたデｰタしか採取されていないという

問題がある.国内の鉱山事情から資源探査･開発の�
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ための地質調査は急速に減少すると予測される.今

後は資源開発よりも空間利用や環境保全のために地

下が使われる様になりつつある.また,地下深部の

デｰタは建造物や都市の基盤として重要になり,地

震などの防災のためにも欠かすことのできない基本

資料である.

このため,環境保全･地下空間利用･防災のため

の地下深部基盤デｰタの取得を目的とした地質環境

の総合調査計画を提案する.従来,ボｰリング等の

地下地質調査が濃密に実施されているのは,石油

金属鉱床･地熱等の地下資源の存在が有望とさ

れた地域である.在来型の地下資源があまり期待で

きないとされた地域ではほとんど調査がなされてい

ない.

ところが日本では在来型の地下資源の探査･開発

が行き詰まりを見喧ているのに対し,最近の大発見

である菱刈や恐山の金鉱床はまったく新しいタイプ

で,従来あまり期待されていなかった場所で発見さ

れている.恐山の金鉱床などは浅く,霊場として多

くの人の目に触れる機会も多かったにも関わらず,

従来知られていなかったタイプであったため,高品

位の鉱床にも関わらず見逃されていた.天然ガスな

ども予想以上に地下に広範囲に存在していることが

削りつつあり,技術の発達によっては貴重なエネル

ギｰ資源として利用できるようになる可能性もあ

る.まったく新しいタイプの地下資源は,むしろ従

来資源がないと思われていた地域でこそ発見の可能

性が残されている.また,地下資源の可能性がない

ことが確認されれば,廃棄物処分場所などの別の目

的で利用できる.地球温暖化対策のためC02を地

下圧入して,希薄なため従来経済的に開発できなか

った天然ガスを代わりに回収するというアイデアも

出されている(小出,1993).

日本列島は地下の調査が比較的に濃密になされて

いる地域に入るであろうが,調査の空自地域が要所

を占めているため,総合的な地下のイメｰジを得難

くしている.特に首都圏や関西圏などの都市域の地

下深部の調査が少ないことは地震などの防災や環境

保全のために障害とたる.北上山地や六甲山地だと

の花開岩分布域も調査の空白地帯である.

このため従来地下資源が期待できないとされてい

た地域で,系統的にボｰリングをし,また衛星など

を利用したリモｰトセンシング･物理探査･地球化

学探査･地下水調査で補完し,従来の資源調査デｰ

タと併せて,日本の地下地質環境の三次元的総合デ

ｰタベｰスを構築することを提案したい.

この総合調査が直接目的とするのは,

1)非在来型資源探査

2)深部基盤環境調査

3)地殻利用可能性調査

4)地震予知･防災基盤デｰタ調査

5)深部地下水総合調査

であるが,本調査の遂行により,日本列島の地下の

詳細なイメｰジが得られるとともに,日本の地球科

学のレベルを大きく向上させ,世界をリｰドするよ

うな研究成果も期待できると思う.
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